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                                        （財）財務会計基準機構会員 
 

平成18年３月期        中間決算短信（連結）           平成17年10月31日 
 

上 場 会 社 名             アサヒプリテック株式会社             上場取引所    東証第一部 

コ ー ド 番 号             ５８５５                     本社所在都道府県 兵庫県 

(URL http://www.asahipretec.com )                         

代  表  者      役職名 代表取締役社長  氏 名 寺山 満春 

問合せ先責任者      役職名 経 理 部 長  氏 名 田辺 幸夫   TEL  078（333）5600（代表） 

中間決算取締役会開催日  平成17年10月31日       

米国会計基準採用の有無  無 
 
１．17年９月中間期の連結業績（平成17年４月１日～平成17年９月30日） 

（1）連結経営成績                               〔単位：百万円未満切捨て〕  

 売  上  高 営  業  利  益 経  常  利  益 

 百万円 % 百万円 % 百万円 % 

17年９月中間期 

16年９月中間期 

26,747  

22,074    

( 21.2) 

( 31.0) 

2,190  

1,602    

( 36.7) 

( 64.6) 

2,165  

1,551        

( 39.5) 

( 57.9) 

17年３月期     46,937       3,513          3,463         
 
 

中間(当期)純利益 １株当たり中間(当期)純利益 
潜 在 株 式 調 整 後 

１株当たり中間(当期)純利益 
 百万円  % 円 銭 円 銭 

17年９月中間期 

16年９月中間期 

1,321  

882  

( 49.7) 

( 71.3) 

61 

43 

23 

70 

55 

42 

91 

30 

17年３月期 1,956  95 37 86 45 

（注）1．持分法投資損益    17年９月中間期   － 百万円 16年９月中間期    － 百万円  17年３月期    － 百万円 

   2．期中平均株式数(連結）17年９月中間期 21,584,851株  16年９月中間期 20,195,850株  17年３月期 20,195,826株 

   3．会計処理の方法の変更    無 

      4. 売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 

 

（2）連結財政状態 

 総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率 １株当たり株主資本 

 百万円 百万円 ％       円 銭 

17年９月中間期 32,073 25,603 79.8 1,088 74 

16年９月中間期 31,949 20,016 62.7 991    14 

17年３月期 31,157 20,816 66.8 1,029 24 

（注）期末発行済株式数(連結） 17年９月中間期 23,517,001株 16年９月中間期 20,195,850株 17年３月期 20,195,801株 
 
（3）連結キャッシュ・フローの状況 

 営業活動による 

キャッシュ･フロー 

投資活動による 

キャッシュ･フロー 

財務活動による 

キャッシュ･フロー 

現金及び現金同等物

期   末   残   高 

 百万円 百万円 百万円 百万円 

17年９月中間期 

16年９月中間期 

893 

218 

△ 1,968 

△ 1,581 

△ 1,168 

   2,721 

2,197 

4,503 

17年３月期 3,561 △ 2,599    337 4,435 

 

（4）連結範囲及び持分法の適用に関する事項 

   連結子会社数 ９  社  持分法適用非連結子会社数 ― 社  持分法適用関連会社数 ― 社 
 
（5）連結範囲及び持分法の異動状況 

   連結（新規） １ 社 （除外） １ 社  持分法（新規） ― 社 （除外） ― 社 

 

２．18年３月期の連結業績予想（平成17年４月１日～平成18年３月31日） 

 売  上  高 経 常 利 益 当 期 純 利 益 

 百万円 百万円 百万円 

通      期 56,000 4,600 2,900 

〔参考〕１株当たり予想当期純利益(通期） 127円27銭 
 
（業績予想の利用に関する注意事項） 

 上記に記載した予想数値は、現時点で入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、貴金属価格の相場変動等に

よって変動することがあります。 
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１．企業集団の状況 
 
 当社グループは、アサヒプリテック株式会社（当社）及び子会社９社で構成されており、次のとおり、

貴金属リサイクルと環境保全を主たる事業としております。 

(1) 貴金属リサイクル事業 

 貴金属リサイクル事業は、貴金属含有スクラップ等から、金、銀、パラジウム、プラチナ及びインジウ

ム等の貴金属・希少金属をリサイクルし、販売することを主たる業務としております。 

 当社は国内において、電子材料分野、歯科材料分野及び宝飾加工・製造分野から集荷した貴金属含有ス

クラップを、全国の工場で回収・分離・精錬し、リサイクルした高純度の地金製品等として、商社、半導

体・電子部品メーカー、フィルムメーカー等に販売しております。 

 海外では、マレーシアの現地法人であるASAHI G&S SDN.BHD.が東南アジア地域において、また、上海朝

日浦力環境科技有限公司が中国において、貴金属含有スクラップを回収・処理しております。 

(2) 環境保全事業 

 環境保全事業は、産業廃棄物の収集運搬及び中間処理を主たる業務としております。 

 当社は、写真現像所、印刷所、病院、学校、研究機関等から排出される、廃酸・廃アルカリ、汚泥、廃

薬品、感染性医療廃棄物、廃棄パソコン等の比較的処理難度の高い廃棄物・有害物質を処理・無害化して

おります。連結子会社である株式会社三商、日本ケミテック株式会社においては、関東圏において産業廃

棄物の収集運搬及び中間処理を行っており、当社から産業廃棄物の中間処理を一部委託しております。ま

た、株式会社大門においては、食品系廃棄物の微生物処理と脱水を行い、そこで発生する汚泥を株式会社

エコマテリアルにおいて発酵堆肥化しております。なお、本年４月に完全子会社化しました株式会社塩入

建材においては、土木工事・解体事業に加えて、そこから発生する建設資材廃棄物の再資源化や建設発生

土の再生を行っております。 

 [事業系統図] 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）  1. 出資関係  2.  取引関係                ※全て連結子会社であります。 
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２．経営方針 
 
(1) 経営の基本方針 

 当社グループは「社会的貢献」「企業の永続」「人間尊重」を経営理念として、安定と成長の両立により

企業価値を継続的に高める経営を実践しております。昭和27年の創業以来、貴金属リサイクル及び環境保

全の両事業において、事業環境が激しく変化する中、新たな分野での事業開拓等により、着実に成長を遂

げてまいりました。今後とも、すべてのステークホルダーとの関係を大切にしつつ、循環型社会の形成に

幅広く貢献することを通して事業の発展を続けていきたいと考えております。このため、中長期的視野に

立った新規事業の開発、リスクマネジメント体制の強化及び経営の総合的な効率向上を重視します。 

 

(2) 利益配分に関する基本方針 

 当社は株主のみなさまに対する利益還元を重要な経営課題と認識し、安定的な配当性向の維持を基本方

針としております。一方、成長分野への新規事業開発に備えるため、内部留保の充実を図ることも重要で

あると考えております。 

 以上の基本方針を踏まえ、当中間期の配当金につきましては、当初予想では１株当たり14円としており

ましたが、２円の増配を行い、１株当たり16円とさせていただきました。 

 

(3) 目標とする経営指標 

 当社グループは第３次中期経営計画（平成15年４月～平成18年３月）の中で、最終年度における連結ベ

ースの指標としまして、売上高500億円、売上高営業利益率7.5%を目標として掲げております。今年度は

その最終年度にあたりますが、売上高560億円、経常利益46億円、売上高経常利益率8.2%を業績予想とし

て公表しております。また、第４次中期経営計画（平成18年４月～平成21年３月）については、現在策定

中であります。 

 

(4) 中長期的な会社の経営戦略 

 貴金属リサイクル事業におきましては、収益力の強化と並行して取引品目及びシェアの拡大に取り組み

ます。環境保全事業におきましては、新規成長分野への取り組みの強化を図ることにより、今後の永続的

な成長の基盤を確立します。 

 

(5) コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

当社は、上場企業としての社会的使命と責任を果たし、永続的な成長と発展を実現するため、コンプラ

イアンスを重視しつつ、経営環境の変化に迅速に対応できるトップマネジメント構造の改革及び事業執行

体制の充実を不断に推進しております。 

 

(6) コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況 

 ①会社の機関の内容 

（取締役会）    

  当社の取締役会は社内取締役で構成され、取締役会としての意思決定の迅速化を図るとともに、業務

執行の監督を厳正に行っております。定時取締役会を原則年８回開催するほか、必要に応じて臨時取締
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役会を開催しております。 

（経営会議） 

  経営会議は、社長、取締役及び執行役員等をもって構成され、取締役会への付議の可否を決定すると

ともに、取締役会で決定された基本方針・計画・戦略を遂行するための施策の審議を行っております。 

  経営と執行の機能分化によって効果的なコーポレート・ガバナンスを確立するため、本年６月 16日

より、当社グループの経営戦略上の意思決定と監督の機能を取締役会に集中するとともに、業務執行機

能を担う「執行役員」制を導入しております。 

（監査役・監査役会） 

  当社は監査役制度を維持しております。監査役は現在４名で、内３名が社外監査役（弁護士２名、公

認会計士１名）で構成され、取締役会への出席、営業所・工場等への往査、会計監査人からの会計監査

結果報告会等を実施しております。なお、会社と社外監査役の間に特別の利害関係はありません。 

（独立監査人） 

  当社は中央青山監査法人に会計監査を委嘱しております。 

  当社のコーポレート・ガバナンス体制の図式は次のとおりです。 

株　　主　　総　　会

取締役会
リスクマネジメント委員会

リスク管理室

報
告

選任

監査役会

選任

会計監査人

選任

監
査

会
計
監
査

事業本部
統括本部

執行役員

監査 報告

選任
・
監督

報告

 
②内部統制システムの整備状況 

取締役会は、経営の基本方針・計画・戦略、法令で定められた事項、その他経営に関する重要事項を

決定するとともに、当社グループの事業執行状況をチェックする体制をとっております。 

監査役は取締役会に出席し、コーポレート・ガバナンスの一翼を担う独立の機関であるとの認識の下、

業務執行の全般に亘って監査を実施しております。 

独立監査人である中央青山監査法人は、監査人として独立の立場から財務諸表等に対する意見を表明

しております。 

また、当社は、当社全グループを対象として業務の適正な運営、改善、効率化を図るべく、計画的で

網羅的な内部監査を実施しております。 

  



－  － 5 

③リスク管理体制の整備状況 

当社グループの事業遂行プロセス、業務構造等に潜在するリスクを適切にコントロールするため、全

社横断的組織として、リスクマネジメント委員会を設置いたしました。リスクマネジメント委員会は、

事業活動上のリスクの把握・評価及び対策を実施いたします。 

リスクマネジメント委員会の下部組織として、平成17年４月１日付にて各部門の業務に精通したメン

バーで構成するリスク管理室を設置いたしました。 

さらに経営企画部は、事業ポートフォリオレベルでの戦略リスク、成長リスクを政策的にコントロー

ルする役割を担っております。これらの管理体制により、コンプライアンスを確立しつつ、リスクの顕

在化を未然に防止します。 

 

３．経営成績及び財政状態 
 

(1) 経営成績 

 当中間連結会計期間におけるわが国経済は、世界的なＩＴ関連分野の調整がほぼ終了したことにより、

米国、中国への輸出が持ち直し、設備投資は増勢基調を強めました。これら企業部門の改善が家計部門に

波及し、個人消費は堅調に推移しました。また、米国の利上げに伴い円相場は円安傾向を示すとともに、

貴金属・希少金属相場は堅調な需要により上昇傾向が継続しました。 

 このような経済状況のもとで、当社グループは、新規顧客の開拓によってマーケットシェアをさらに拡

大するとともに、個々の取引における採算性を重視し、安定的な高収益体質を実現しました。また当中間

連結会計期間には、愛媛工場において貴金属回収を行う設備が稼動を開始するとともに、土木工事・解体

事業に加えて、そこから発生する建設資材廃棄物の再資源化や建設発生土の再生を行っている株式会社塩

入建材を完全子会社化しました。 

  当社グループの貴金属リサイクル事業領域に関して、電子材料分野では、ＩＴ業界の好況を反映して、

貴金属原材料回収量は前年同期実績を上回りました。歯科材料分野では、リサイクル原材料の供給は安定

した推移を示し、貴金属原材料回収量は前年同期実績を上回りました。宝飾加工・製造分野においても、

宝飾業界は引き続き厳しい経営環境にありますが、貴金属原材料回収量は前年同期水準を確保しました。

なお、貴金属平均販売単価に関しては、金・銀・プラチナ・インジウムが前年同期の水準を上回り、パラ

ジウムは前年同期の水準を下回りました。 

  当社グループの環境保全事業領域に関して、写真感光材料分野では、デジタルカメラの普及の影響を受

け、写真感材廃液の処理量及びそこに含まれる銀の回収量は前年同期実績を下回りましたが、工場や試験

研究機関等から排出される廃油や廃液の取扱量は前年同期実績を上回りました。また、連結子会社である

株式会社三商、株式会社大門、株式会社エコマテリアル、日本ケミテック株式会社の業績は堅調に推移し、

平成17年４月に連結子会社となった株式会社塩入建材も連結業績に貢献しました。 

 この結果、当中間連結会計期間の連結売上高は26,747百万円、セグメント別では、貴金属リサイクル事

業が21,666百万円、環境保全事業が5,080百万円となりました。利益面では、連結営業利益は2,190百万円、

連結経常利益は2,165百万円、連結中間純利益は1,321百万円となりました。 

(2) 財政状態 

 当中間連結会計期間の営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前当期純利益2,128百万円に
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減価償却費765百万円を加え、たな卸資産の増加及び法人税等の支払額等を加減した結果、893百万円の増

加となりました。 

 投資活動によるキャッシュ・フローは、固定資産の取得による支出2,060百万円等により、1,968百万円

の減少となりました。主な設備投資は、名古屋営業所及び広島営業所の移転に伴う新設であります。 

 財務活動によるキャッシュ・フローは、長短借入金の減少額869百万円及び配当金の支払額282百万円等

により、1,168百万円の減少となりました。 

 以上の結果、現金及び現金同等物の中間期末残高は2,197百万円となりました。 

 

(3) 事業等のリスク 

 当社グループの経営成績及び財政状態等に影響を及ぼす可能性のある主なリスクには、以下のようなも

のがあり、投資家の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項と考えております。以下に記載した項目

は当社グループが現状で認識しているものに限られており、全てのリスクが網羅されているわけではあり

ません。 

 ①貴金属相場及び為替相場の変動による業績への影響について 

 当社グループの貴金属リサイクル事業における主力製品である貴金属及び希少金属は、国際商品市場

で取引されており、その価格は、供給国及び需要国の政治経済動向、為替相場等、世界の様々な要因に

より変動しております。このため、当社グループの経営成績は貴金属相場の影響を受ける可能性があり

ます。これに対し、当社グループは取扱い製品の多様化及び先渡取引などを通じてヘッジし、リスクの

軽減に取り組んでおります。 

②法的規制について 

 当社グループは、「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」に基づく事業者として、各種の産業廃棄物

の収集運搬及び処理を行っており、当該法律のほか「水質汚濁防止法」、「大気汚染防止法」、「下水道法」

等の規制を受けております。また、当社グループは、産業廃棄物収集運搬業許可を全国47都道府県57

政令市・中核市で、産業廃棄物処分業許可を14都道府県10政令市・中核市で取得しておりますが、許

認可にあたっては、県または市条例、各種規制など地方行政レベルでの規制の遵守が前提になっており

ます。 

 環境問題への社会的関心の高まりから、これらの法的規制は強化される方向にあり、その対策として

の設備投資負担増とともに、処理施設の新設・移転・設備更新時に設置許可や変更許可が必要となりま

す。また、処理施設を設置する際には、近隣住民の同意も必要となります。 

以上により、これらの法的規制や社会動向等は、当社グループの経営成績及び財政状態に影響を与え

る可能性があります。 
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４．中間連結財務諸表等 
 

① 中間連結貸借対照表      
（単位：百万円）

前中間連結会計期間末 
 

(平成16年９月30日現在) 

当中間連結会計期間末 
 

(平成17年９月30日現在) 

前連結会計年度の  
要約連結貸借対照表 
(平成17年３月31日現在) 

期  別 
 
 
 
科  目 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比 

（ 資 産 の 部 ）  ％  ％  ％ 

Ⅰ 流 動 資 産        

１． 現 金 及 び 預 金  4,503  2,197  4,435  

２． 受取手形及び売掛金  3,111  2,521  2,464  

３． た な 卸 資 産  5,278  6,634  5,094  

４． 繰 延 税 金 資 産  302  303  318  

５． そ の 他  180  221  65  

 貸 倒 引 当 金  △     4  △     3  △     3  

 流 動 資 産 合 計  13,371 41.8 11,874 37.0 12,375 39.7 

Ⅱ 固 定 資 産        

１． 有 形 固 定 資 産 ※１       

(1） 建 物 及 び 構 築 物  5,980  6,201  5,946  

(2） 機械装置及び運搬具  3,717  3,540  3,391  

(3） 土 地  7,474  8,763  7,600  

(4） 建 設 仮 勘 定  188  443  563  

(5） そ の 他  338  437  493  

 有 形 固 定 資 産 合 計  17,699  55.4 19,385 60.4 17,995 57.8 

２． 無 形 固 定 資 産  399 1.3 372 1.2 360 1.1 

３． 投資その他の資産   
 

     

(1） 投 資 有 価 証 券 ※２ 24  21  19  

(2） 繰 延 税 金 資 産  94  97  72  

(3） そ の 他  378  328  333  

 貸 倒 引 当 金  △    18  △     6  △     0  

 投資その他の資産合計  479 1.5 441 1.4 425 1.4 

 固 定 資 産 合 計  18,578 58.2 20,198 63.0 18,781 60.3 

 資 産 合 計  31,949 100.0 32,073 100.0 31,157 100.0 
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      （単位：百万円）

前中間連結会計期間末 
 

(平成16年９月30日現在) 

当中間連結会計期間末 
 

(平成17年９月30日現在) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成17年３月31日現在) 

期  別 
 
 
 
科  目 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比 

（ 負 債 の 部 ）  ％  ％  ％ 

Ⅰ 流 動 負 債        

１． 支払手形及び買掛金 ※２ 1,701  2,145  1,769  

２． 短 期 借 入 金 ※４ 2,545  850  875  

３． 一年内返済予定長期借入金  876  533  699  

４． 未 払 法 人 税 等  667  842  903  

５． 賞 与 引 当 金  467  501  451  

６． そ の 他  795  851  1,052  

 流 動 負 債 合 計  7,053 22.1 5,724 17.8 5,751 18.5 

Ⅱ 固 定 負 債        

１． 新 株 予 約 権 付 社 債  3,492  －  3,492  

２． 長 期 借 入 金  938  250  656  

３． 退 職 給 付 引 当 金  89  82  58  

４． 役員退職慰労引当金  161  161  161  

５． 繰 延 税 金 負 債  110  111  111  

６． 連 結 調 整 勘 定  76  117  88  

 固 定 負 債 合 計  4,868 15.2 721 2.3 4,567 14.6 

 負 債 合 計  11,921 37.3 6,446 20.1 10,319 33.1 

        

（少数株主持分）       

 少 数 株 主 持 分  11 0.0 23 0.1 21 0.1 

        

（ 資 本 の 部 ）       

Ⅰ 資 本 金  2,737 8.6 4,480 14.0 2,737 8.8 

Ⅱ 資 本 剰 余 金  4,310 13.5 6,054 18.9 4,310 13.8 

Ⅲ 利 益 剰 余 金  14,209 44.5 15,852 49.4 15,019 48.2 

Ⅳ その他有価証券評価差額金  3 0.0 6 0.0 3 0.0 

Ⅴ 為 替 換 算 調 整 勘 定  △    37 △ 0.1 △    33 △ 0.1 △    49 △ 0.1 

Ⅵ 自 己 株 式  △ 1,205 △ 3.8 △  756 △ 2.4 △ 1,205 △ 3.9 

 資 本 合 計  20,016 62.7 25,603 79.8 20,816 66.8 

 負債、少数株主持分及び資本合計  31,949 100.0 32,073 100.0 31,157 100.0 
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② 中間連結損益計算書    
（単位：百万円）

前中間連結会計期間 
 

自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日 

当中間連結会計期間 
 

自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 
自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

期  別 
 
 
 
 
科  目 金 額 百分比 金 額 百分比 金 額 百分比 

    ％  ％  ％ 

Ⅰ 売 上 高  22,074 100.0 26,747 100.0 46,937 100.0 

Ⅱ 売 上 原 価  19,431 88.0 23,155 86.6 41,290 88.0 

 売 上 総 利 益  2,643 12.0 3,591 13.4 5,646 12.0 

Ⅲ 販売費及び一般管理費  1,040 4.7 1,400 5.2 2,133 4.5 

 営 業 利 益  1,602 7.3 2,190 8.2 3,513 7.5 

Ⅳ 営 業 外 収 益  16 0.0 26 0.1 38 0.1 

Ⅴ 営 業 外 費 用 ※１ 66 0.3 51 0.2 89 0.2 

 経 常 利 益  1,551 7.0 2,165 8.1 3,463 7.4 

Ⅵ 特 別 利 益 ※２ － － 5 0.0 0 0.0 

Ⅶ 特 別 損 失 ※3,5 96 0.4 42 0.2 312 0.7 

 税金等調整前中間(当期)純利益  1,455 6.6 2,128 7.9 3,151 6.7 

 法人税、住民税及び事業税  641 2.9 796 3.0 1,259 2.7 

 法 人 税 等 調 整 額  △    70 △ 0.3 8 0.0 △    67 △ 0.2 

 少 数 株 主 利 益  2    0.0 1 0.0 3 0.0 

 中間（当期）純利益  882 4.0 1,321 4.9 1,956 4.2 
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③ 中間連結剰余金計算書 （単位：百万円）

前中間連結会計期間 
 

自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日 

当中間連結会計期間 
 

自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日 

前連結会計年度の 
連結剰余金計算書 
自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

期  別 
 
 
 
 
科  目 金 額 金 額 金 額 

資 本 剰 余 金 の 部     

Ⅰ 資本剰余金期首残高  4,310 4,310 4,310 

Ⅱ 資 本 剰 余 金 増 加 高     

 新株予約権付社債の転換による増加  － 1,743 － 

 資本剰余金増加高合計  － 1,743 － 

Ⅲ 資本剰余金中間期末(期末)残高  4,310 6,054 4,310 

     

利 益 剰 余 金 の 部     

Ⅰ 利益剰余金期首残高  13,608 15,019 13,608 

Ⅱ 利 益 剰 余 金 増 加 高     

 中間（当期）純利益  882 1,321 1,956 

 利益剰余金増加高合計  882 1,321 1,956 

Ⅲ 利 益 剰 余 金 減 少 高     

 配 当 金  262 282 525 

 役 員 賞 与  20 30 20 

 自 己 株 式 処 分 差 損  － 176 － 

 利益剰余金減少高合計 282 488 545 

Ⅳ 利益剰余金中間期末(期末)残高
 

14,209 15,852 15,019 
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④ 中間連結キャッシュ・フロー計算書 （単位：百万円）

前中間連結会計期間 
 

自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日 

当中間連結会計期間 
 

自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日 

前連結会計年度の要約 
連結ｷｬｯｼｭ・ﾌﾛｰ計算書 
自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

期  別 
 
 
 
 
科  目 金 額 金 額 金 額 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー     

税金等調整前中間(当期)純利益  1,455 2,128 3,151 

減 価 償 却 費  715 765 1,526 

減 損 損 失  48 － 48 

固 定 資 産 除 売 却 損 益  47 36 244 

連 結 調 整 勘 定 償 却 額  11 10 23 

退職給付引当金の増減額（減少：△）  19 23 △     11 

受取利息及び受取配当金  △      0 △      1 △      2 

投資有価証券売却損益  － 0      3 

支 払 利 息  17 7 30 

売上債権の増減額(増加:△)  △    400 178     245 

た な 卸 資 産 の 増 加 額  △  1,417 △  1,529 △ 1,233 

  仕 入 債 務 の 増 加 額  452 311 520 

未払金の増減額(減少:△)  △     91 73 △    123 

役 員 賞 与 の 支 払 額  △     20 △     30 △     20 

そ の 他  △    251 △    188 △     62 

小    計  586 1,787 4,341 

利息及び配当金の受取額  0 1 2 

利 息 の 支 払 額  △     18 △      8 △     30 

法 人 税 等 の 支 払 額  △    350 △    886 △    751 

 営業活動によるキャッシュ・フロー  218 893 3,561 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー     

 差入保証金の返還による収入  3 6 8 

 
連結の範囲の変更を伴う子会社
株式の取得による支出  △    575 － △    575 

 
株式交換による子会社株式の取
得に伴う収入  － 68 － 

 有形固定資産の取得による支出  △    953 △  1,995 △  1,930 

 有形固定資産の売却による収入  20 32 22 

 無形固定資産の取得による支出  △     30 △     64 △     91 

 そ の 他 の 支 出  △     45 △     23 △     71 

 そ の 他 の 収 入  0 8 38 

 投資活動によるキャッシュ・フロー  △  1,581 △  1,968 △  2,599 
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 （単位：百万円）

前中間連結会計期間 
 

自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日 

当中間連結会計期間 
 

自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日 

前連結会計年度の要約 
連結ｷｬｯｼｭ・ﾌﾛｰ計算書 
自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

期  別 
 
 
 
 
科  目 金 額 金 額 金 額 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー     

 短期借入金の純増減額（減少：△）  187 △     25 △  1,482 

 長期借入金の借入による収入  － － 20 

 長期借入金の返済による支出  △    695 △    844 △  1,175 

 新株予約権付社債の発行による収入  3,492 － 3,492 

 新株予約権付社債の償還による支出  － △      4 － 

 自己株式の取得による支出  － △    346 △      0 

 ストックオプションの権利行使による収入  － 335 － 

 少数株主からの払込みによる収入  － － 9 

 配 当 金 の 支 払 額  △    262 △    282 △    525 

 財務活動によるキャッシュ・フロー  2,721 △  1,168     337 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額  4 5 △      6 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額（減少：△）  1,361 △  2,238 1,293 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高  3,141 4,435 3,141 

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間期末（期末）残高 ※１ 4,503 2,197 4,435 
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事  

期  別 
 
項  目 

前中間連結会計期間 
自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日 

当中間連結会計期間 
自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日 

前連結会計年度 
自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

１．連結の範囲に関する事

項 

(1）連結子会社の数 ８社 

連結子会社の名称 

(株)三商 

(株)大門 

(株)エコマテリアル 

日本ケミテック(株) 

ASAHI G&S SDN.BHD. 

上海朝日浦力環境科技有限公司 

その他２社 

(1）連結子会社の数 ９社 

連結子会社の名称 

(株)三商 

(株)大門 

(株)エコマテリアル 

日本ケミテック(株) 

(株)塩入建材 

ASAHI G&S SDN.BHD. 

上海朝日浦力環境科技有限公司 

その他２社 

(1）連結子会社の数 ９社 

連結子会社の名称 

(株)三商 

(株)大門 

(株)エコマテリアル 

日本ケミテック(株) 

ASAHI G&S SDN.BHD. 

上海朝日浦力環境科技有限公司 

その他３社 

 (2）非連結子会社 

   該当事項はありません。  

(2）非連結子会社 

    同  左 

(2）非連結子会社 

  同  左 

２．持分法の適用に関する

事項 

 非連結子会社及び関連会社

がないため、該当事項はありま

せん。 

     同  左 

  

     同  左 

  

３．連結子会社の中間決算

日（決算日）等に関する

事項 

 連結子会社のうちASAHI G&S 

SDN.BHD.及び上海朝日浦力環

境科技有限公司の中間決算日

は、６月30日であります。なお、

中間連結決算日との間に生じ

た重要な取引については、連結

上必要な調整を行っておりま

す。 

     同  左  連結子会社のうちASAHI G&S 

SDN.BHD.及び上海朝日浦力環

境科技有限公司の決算日は、12

月31日であります。なお、連結

決算日との間に生じた重要な

取引については、連結上必要な

調整を行っております。 

４．会計処理基準に関する

事項 

(ｲ)重要な資産の評価基準及び

評価方法 

 ①有価証券 

   その他有価証券 

      時価のあるもの 

中間決算日の市場価格

等に基づく時価法（評価

差額は全部資本直入法に

より処理し、売却原価は

移動平均法により算定） 

      時価のないもの 

移動平均法による原価

法 

②デリバティブ 

時価法 

③たな卸資産 

製品・仕掛品 

後入先出法による原価法

（一部の製品については

個別法による原価法） 

貯蔵品・原材料 

最終仕入原価法 

(ｲ)重要な資産の評価基準及び

評価方法 

①有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

  同  左 

 

 

 

 

時価のないもの 

 同  左 

 

②デリバティブ 

 同  左 

③たな卸資産 

製品・仕掛品 

 同  左 

 

 

貯蔵品・原材料 

 同  左 

(ｲ)重要な資産の評価基準及び

評価方法 

①有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額

は全部資本直入法により

処理し、売却原価は移動

平均法により算定） 

時価のないもの 

同  左 

 

②デリバティブ 

 同  左 

③たな卸資産 

製品・仕掛品 

 同  左 

 

 

貯蔵品・原材料 

 同  左 

 




